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2011年WHO世界禁煙デーにあたって 「深刻化する青森県の受動喫煙防止対策の遅れ」

青森県タバコ問題懇談会 代表世話人　山崎照光・鳴海　晃・久芳康朗

■ 2011年WHO世界禁煙デーのテーマは『WHOタバコ規制枠組み条約（FCTC）』です

　5月31日は世界保健機関（WHO）が定めた世界禁煙デーです。2011年のテーマは「The WHO 
Framework Convention on Tobacco Control：WHOタバコ規制枠組み条約（FCTC）」に決
定しています。FCTC は2005年2月に発効した世界で初めての国際公衆衛生条約であり、2011年4
月現在、172の国と地域が批准しています。他の国際条約と同じように、FCTC は締結国に対して
次のような条約の内容を全面的に実行する法的義務を課しています。
 ・タバコ税の増税    ・葉タバコ農家の転作支援
 ・受動喫煙を完全に防止する  ・パッケージやラベルの規制
 ・広告・宣伝・販促活動の禁止　　  ・成分・添加物の規制
 ・タバコ産業による規制妨害活動の禁止 ・未成年への販売禁止　その他
　これらの目的を実現するために、2007年から2010年にかけて締結国会議（COP2-COP4）が開
催され、受動喫煙防止、タバコ産業の宣伝禁止、タバコ産業の監視、パッケージ、成分規制など多
くのガイドラインが日本を含む全会一致で採択されています。COP4 では全ての国が FCTC を批
准し、全ての条項を実施し、ガイドラインに沿った行動をとるよう呼びかけが行われました。
　FCTCがタバコとの戦いに有効であることは、すでに証明されています。全ての国は、タバコ消
費と受動喫煙によってもたらされる大きな健康被害、社会的被害、環境破壊、経済的損失から現
在と未来の世代を守るために、この条約の完全実施をなし遂げなければなりません。
　しかし、日本政府および青森県は、FCTC を遵守しようとせず、タバコ規制に後ろ向きの姿勢を
とり続けており、世界の中で最もタバコ規制の遅れた国、最も遅れた地域になりつつあります。

■ 喫煙と受動喫煙は最大の死亡原因、最大の環境問題です

　タバコは予防することが可能な最大の死亡原因であり、全世界で毎年600万人近くの命を奪って
いる人災です。そのうち、500万人以上が現在および過去の喫煙者で、60万人以上（全死亡の約
１％）が受動喫煙にさらされた非喫煙者です。しかも、受動喫煙死の４分の１以上は幼い子ども
たちに起きています。（2004年推計値：2010年WHO発表）
　これを青森県の人口にあてはめて推計すると、毎年約1000人が喫煙により、約120人が受動喫
煙によって死亡している計算になります。この数字は参考値ではありますが、他者が排出する環境
有害物質の中で、受動喫煙が飛び抜けて大きな健康被害と死亡を生じていることは間違いなく、
一刻も早い対策の実施により「受動喫煙ゼロ」の環境を実現することは政治・行政の義務です。

人口 喫煙死 受動喫煙死

世界 65億人 500万人 60万人

青森県 137万人 1054人 126人



■ 注意！ 放射線による健康被害を喫煙や受動喫煙と比べることは二重の意味で誤解を招きます

　現在、福島第一原発の事故により莫大な放射性物質が環境中に放出され、広い地域で住民の健
康被害の懸念が広がっています。その中で、放射線の健康への影響を喫煙や受動喫煙と比較して報
道されることがありますが、これは国民に対して放射線被曝のリスクのみならず、喫煙や受動喫煙
のリスクまで「日常的なもので大したことない」と思わせるような、二重の意味で誤解を招く危
険性が高いので注意が必要です。以下に一般的に伝えられている数値を引用してみます。

　放射線（急性・外部被曝） 1000mSv で全固形がんが 1.6倍増加（成人）：喫煙と同程度
　放射線（生涯・外部被曝） 100mSv で 0.5% のがん死増加（成人） ＝500人 / 10万人
　喫煙（長期）　　　　  約半数（50%）が喫煙による疾患で死亡 ＝5万人 / 10万人
　受動喫煙（日常的）　  約10～20％ が受動喫煙による疾患で死亡 ＝1-2万人/10万人

　有害物質の環境基準は「10万人あたり1人の死亡」であり、アスベストの場合、敷地境界基準の
「10万人あたり7人の超過死亡」を超えると懲役刑になります。100mSv の被曝はアスベストの基
準を70倍も上回り、受動喫煙は1500倍にも達する高いリスクとなります。喫煙や受動喫煙という
途方もなく危険な有害物質と比べて考えること自体が間違いだと言えます。

■ FCTC を守らない日本、健康増進法を守らない青森県と県議会

　受動喫煙にはどこまでなら安全というレベル（しきい値）がなく、分煙では受動喫煙を防止す
ることができないことが明らかとなったため、2007年に採択された「FCTC 受動喫煙防止ガイド
ライン」において、各国政府は2010年2月までに「屋内全面禁煙の法制化」によって受動喫煙を防
止することが義務づけられていましたが、日本政府は2010年2月に強制力のない厚生労働省局長
通知を出しただけで、受動喫煙防止対策の責任を地方自治体に押し付けた形になっています。
　その中で、神奈川県では受動喫煙防止条例が実施に移され、兵庫県でも条例制定の準備が進ん
でいるなど各県で取り組みが進んでいますが、青森県では厚労省の通知後１年以上経つのに何ら
具体的な対策が講じられておらず、飲食店などにおける受動喫煙は実質的に放置されています。
　青森県タバコ問題懇談会では、繰り返し県知事および県議会に対して受動喫煙防止対策を要
請・勧告してきましたが、2011年3月議会では県庁を含む県有施設の全面禁煙化を求める陳情が
不採択となり、健康増進法に基づく国の通知を県議会が否定するという事態に至っております。

2010年5月　県施設における全面禁煙の実施に関する要請　→　県当局から実施しないとの回答
2010年6月　青森県議会に受動喫煙防止対策を請願　→　採択
2011年2月　青森県庁・県議会の喫煙室・分煙装置設置中止と県施設の全面禁煙化を求める勧告
2011年2月　青森県の県施設全面禁煙化を求める陳情を提出
2011年3月　青森県の県有施設における全面禁煙の実施に関する陳情　→　不採択
　　　　　　［賛成：共産、社県／反対：自民、民主、公健、林檎］
2011年3月　青森県内の公共的な空間における受動喫煙防止対策の実施に関する陳情　→　採択

　民間施設の全面禁煙化を進めるためには、県庁などの公共施設を禁煙にすることは大前提であ
り、厚労省通知にも明記されています。県議会が全面禁煙化を拒否したことは法令違反であると
考えており、県および県議会は行政の不作為について責任を問われることになるはずです。



■ 県知事選タバコ問題アンケートの回答はホームページに公表しております（2011.5.17）

　現在のように、知事や県議会、県当局の姿勢によって、受動喫煙から県民の命が守られるかど
うかが決まるという状況は異常であり、政府は早急に受動喫煙防止法を制定して全国民の命を守
るべきですが、震災や政局の混乱などにより早期に実現することは期待できそうにありません。
　現在実施されている県知事選挙に当選した次期知事には、国際条約および国内法を遵守して、
受動喫煙防止条例の制定を始めとしたタバコ規制政策を早急に実施することを強く望みます。
　有権者の判断のために県知事選タバコ問題アンケートを実施し、全候補者から回答をいただき
ましたので、結果をホームページ上に公表しております。一票の判断の参考にして下さい。

■ タバコ問題の真実を伝えるために　メディアの役割

　世界各国でタバコ規制政策を進めていく際に、メディアが大きな役割を果たしてきましたが、一
方において、国内では FCTC の存在や意義、役割などがほとんど伝えられず、世界の規制状況か
ら日本や青森がどれほど遅れた状態にあるか理解している県民は一握りに過ぎないのが現実です。
　今回の原発事故によって、政官財学の原子力村とメディアの癒着が白日の下にさらされました
が、同じ構図はタバコ問題にもあてはまり、巨額のタバコマネーが大手メディアの広告費やスポー
ツ、文化芸術、市民活動などに投入され、批判や規制を和らげるために費やされてきました。
　新聞社がタバコ産業と共催でイベントを開催したり、タバコ業界のゴミ拾い活動の記事を掲載
してイメージアップに協力するようなことは、全て FCTC に抵触し、県民の信頼を損なうメディ
アとしての自殺行為と言えます。
　タバコによる惨禍を県民に正しく伝え、県民の命を守り、FCTC の意義を理解して、FCTC の規
制政策を推進させていくために、メディアとしてのあるべき役割を果たしていくことを望みます。

■「世界禁煙デー記念フォーラム in 青森 2011」は中止になりました

　世界禁煙デーにあわせて当会で毎年開催していた世界禁煙デー記念フォーラムは、本年度も5月
29日に青森市で開催する予定でしたが、震災後の医療支援活動などにより開催を中止させていた
だきました。12月8日の「無煙のまちづくりの日」にあわせて12月10日（または11日）にシンポ
ジウムを開催する予定ですので、決定しましたらまたお知らせいたします。

〒030-0813　青森市松原1-2-12
青森県保険医会館内

青森県タバコ問題懇談会事務局
TEL : 017-722-5483
FAX : 017-774-1326

E-mail：kinen-aomori@ahk.gr.jp
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